
【事例】資産の管理体制の強化と更新費用財源の確保（京都府相楽郡精華町） 

○ 将来発生する公共施設等の更新需要に備えるため、長期的な視点をもって公共施設等の更新や長寿命化対策を計画的に行うとともに、所要の財源
の確保、財政負担の平準化を図る必要がある。 

背景・目的 

○ 統一的な基準による地方公会計の整備に際して日々仕訳を導入し、各資産の所管部署の職員自らが歳入歳出執行事務を行うのと同時に固定資産
台帳の記載事項の更新を行うことにより、資産情報の管理を正確に行う。（平成27年度に固定資産台帳を整備済み。平成28年度下半期から日々仕訳
の仮運用を開始。） 

○ 今後、耐用年数が到来した資産を固定資産台帳から抽出し、資産所管部署において、資産の取替・修繕・廃棄の要否について検討した上で、予算要
求を行うこととする。 

○ 施設設備の老朽化対策、予防保全、中長期的なコスト削減を可能とする事業に優先的配分するための「予算要求特別枠」を平成29年度当初予算 
から創設し、予算要求特別枠の財源を確保するための「公共施設等総合管理基金」もあわせて創設（平成27年度の決算剰余金を財源に基金を創設
する予定であり、平成29年度の予算要求特別枠については、基金の造成額を踏まえて設定）。 

 
 

事例概要 

○  正確な資産情報の管理がなされていることを前提として、予算要求特別枠や公共施設等総合管理基金の創設により、必要とされる財政的な裏付け
を用意することにより、公共施設マネジメントを実効的に進めることが期待される。 

効果等 
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○ 公共施設等総合管理計画（平成28年３月策定）において推計した今後の更新費用等を基に、一年度当たりの事業費の基準額を設定し、毎年度の 
実際の事業費を基準額と比較して公共施設等総合管理基金に積み立てる金額を設定。基金を活用することにより、中長期的に更新費用財源を確保。 

○ 平成30年度以降の予算要求特別枠の規模については、平成29年度の運用状況も踏まえ、今後設定方法を検討。 

公共施設等総合管理計画との関係 

歳入予算 歳出予算

不足がある場合は基金を活用 余裕がある場合は基金へ積立

財政調整基金

減債基金

特定目的基金

・・・
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公共施設等総合管理計画の策定事例（公会計を活用した公共施設マネジメント） 

議題（２）関係  【9/21経済・財政一体改革推進委員会社会資本整備等ＷＧ説明資料】 



○ 検討の結果、耐震性が低いＣ図書館については廃止することとし、平成27年度解体撤去。 

○ 平成27年度に、市街地中心部から離れていたＥ図書館はA図書館の分館として中心部にある支所に移転（貸出冊数が倍増（1,500冊→3,000冊/月））。
E図書館であったスペースは、統廃合により集約され手狭になる郷土資料館の拡張に利用予定。  

【事例】セグメント分析による図書館の統廃合（熊本県宇城市） 

○ 合併に伴い、同種同規模の建物が旧町ごとに存在している現状は、少子高齢化、市民ニーズの多様化、合併による生活圏の変化に合致した施設規
模・配置では必ずしもなくなってきている。 

○ 多くの施設を維持管理する上で、更新又は大規模改修が必要な施設に計画的かつ適切な保全管理ができていない。 

背景・目的 

○ 平成20年から、図書館の統廃合についての具体的な検討を開始。 
 
○ 財務書類をもとに作成した「施設白書」のデータを使い、一日当たりの貸出冊数、 
 貸出一冊当たりのコストをグラフ化し、４つのグループに分け、各図書館の評価分析を実施。 
 
○ 必要性検討領域にある２つの図書館について、耐震性・地理的要素等も考慮しながら、 
 移転、解体等を検討。 
 

効果等 

事例概要 

○ 公共施設マネジメントを進めるに当たり、一般的には、公共施設等総合管理計画において、保有施設全体の総合的かつ計画的な管理に関する基本
的な方針等を定めた上で、個別施設の在り方の検討を進めていくことを想定しているところ。 

○ 宇城市の場合は、上記の図書館における事例のように、一部の施設の在り方の検討が先行し、その検討結果を踏まえ、建物等の公共施設の集約
化・複合化や長寿命化などの施設管理の方針を策定。公共施設等総合管理計画の策定（平成27年９月）につなげた。 

○ 今後、図書館の統廃合の検討の際に得られた知見も活用しながら、その他の施設についても取組を進め、必要に応じ、公共施設等総合管理計画に
フィードバックすることで、効率的な公共施設マネジメントの推進を図る。 

公共施設等総合管理計画との関係 
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 ○ 公共施設の集約化・複合化の取組事例として、公共施設最適化事業債を活用した事例を収集しているところ。  

 ○ 民間施設との連携やまちづくりの観点からは、例えば、以下のような事例がある。 

 ○ 先進的な取組については、各地方公共団体における施設の集約化・複合化を促進するため、とりまとめて公表し、横展開を 

  図っていく（2016年10月頃を目処に公表） 。 

茨城県ひたちなか市の事例 

公共施設最適化事業債を活用した取組事例について 

 【事業概要】 

   老朽化した青少年センター及び生涯学習センターの機能 

  を集約するとともに、新たに子育て支援機能及び地域交流  

  機能を導入し、複合施設として整備を行う。 
 
 【ポイント】 

  ○ 人が集う公共施設や商店が集まっている中心市街地に 

   整備することで、多世代の交流を促進し、地域コミュニティ 

   の活性化や中心市街地の振興につなげる。 

  ○ 新たに土地を取得して施設整備を行うのではなく、中心 

   市街地に所在する民間企業の遊休施設を活用し、効率的 

   な施設整備を実現する。 

大阪府岸和田市の事例 

 【事業概要】 

   総合福祉センターの建替えに際し、市内に分散している  

  障害者支援施設や児童福祉施設の機能を集約・増強し、 

  福祉機能の拠点施設として整備を行う。 
 
 【ポイント】 

  ○ 市の総合計画に基づき、商業・業務などの都市機能の 

   集積を図る「都市中枢ゾーン」として位置づけられた地域に 

   総合福祉拠点を整備し、都市機能の集積と地域福祉を 

   両立した中心市街地の形成を進める。 

  ○ 同地域は、市庁舎の移転候補地としても検討されており、 

   今後の一層の都市機能の強化も想定される。 
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団
体
名 

計
画 
期
間 

人口 

施設 
保有量 

1人当たり 
面積 

（公共施設） 

 

資産 
老朽化 
比率 

維持管理・修繕・更新
等にかかる経費 

公共施設等の管理に関する
基本的な考え方 

公共施設の数、延床面積 
等に関する目標・トータル 
コストの縮減、平準化等に

関する目標 

フォローアップ
の実施方針 

前年度に 
行った公
共施設マ
ネジメント
の内容 

現状 
総人口や年代
別人口の見通

し 
現状 

公共施設の
総量縮減等
の対策を講
じる前の今
後の必要見

込額 

①点検・
診断等
の実施
方針 

・・・ 
⑥統合
や廃止
の推進
方針 

⑦総合的
かつ計画
的な管理
を実現す
るための
体制の構
築方針 

○県
Ａ市 

10年 H27： 
 25.7
万人

 

・総人口は緩やか
に減少。平成42年
には25万人 
・平成52年の生産
年齢人口は、平成
12年の3割以上減
少。老年人口は約
2.3倍増加 

【公共施設】 
H26：72万㎡ 
 

【インフラ】 
H26： 
道路784㎞

 

橋梁3,251m 
下水道1,090㎞

 

 

H22：2.54㎡ 
H23：2.54㎡
H24：2.51㎡
H25：2.50㎡
H26：2.61㎡
H27：2.62㎡ 
 

H22：51.8% 
H23：53.4% 
H24：54.6% 
H25：53.2% 
H26：54.8% 
 
https:/… 

【公共施設】 
直近５年平
均で約54億
円 
 
【インフラ施
設】 
直近５年平
均で約20億
円 

【公共施設】 
40年間の年平
均で85億円 
 
【インフラ施
設】 
40年間の年平
均で45.8億円 

○ ・・・ ○ ○ 

【公共施設】 
①施設の質的向上、②新たな施設
建設の抑制、③床面積の総量縮減、
④10年間で、延床面積総量の4％
相当の縮減 
 ※長寿命化等を行うと、維持管理
等にかかる経費は年平均約56億円
となる見込み 
【インフラ】 
予防保全を中心とした計画的な維
持管理を行う 

○概ね5年周期で
計画の見直しを行
い、情報・知見の
蓄積状況を反映さ
せる。 

市立保育園1
園を廃園とし
た。 

○県
Ｂ市 

40年 H22： 
 6.1万
人

 

・総人口 
 2040年：4.1万人 
 31.9％減少 
・年代別 
 2040年： 
 年少人口は 
 約4千人減少 
 老年人口は 
 約2千人増加 
 生産年齢人口は 
 約1.7万人減少 

【公共施設】 
H26：約35万㎡

 

【公共土木施設】 
H26： 
道路459.1㎞ 
橋梁2.2㎞ 
河川137.3㎞ 
公園65.5ha 
漁港8.7ha 
上水道473.0㎞ 
下水道90.5㎞ 

－
 

－ H24～26  
3ヶ年平均 
30.1億円 
【公共施設】 
19.1億円 
【公共土木
施設】 
11.0億円 

40年間の平均 
1年あたり 
56.5億円 
【公共施設】 
33.2億円 
【公共土木施
設】 
23.3億円 
 

○ ・・・ ○ ○ 

【公共施設三原則】 
・既存施設の縮減を伴わない新規
整備の禁止 
・維持管理費用の縮減と適正管理
の両立 
・総量の縮減(40年間で43％を縮減) 
【公共土木施設三原則】 
・質の維持と投資の効率化・縮減 
・ライフサイクルコストの縮減 
・新たな需要に計画的に対応 

○本計画期間を４
分割した１０年程
度の中期的な実施
計画を策定し、実
施計画において取
り組みの検証と改
善によりフォロ-
アップを行う。 

旧町村ごと
にあった図
書館を市の
中心部に集
約化。 

○県
Ｃ市 

10年 H25： 
 8.1万
人

 

・総人口：H25から
H55まで  約17%減 
・生産年齢人口：
H25からH55まで  
約9%減 
・高齢化率：H25か
らH55まで  12%増 

【公共施設】 
18.7万㎡

 

【インフラ】 
道路683㎞ 
橋梁1.5万㎡ 
下水道357㎞ 
トンネル53m 

H22：2.30 ㎡ 
H23：2.30 ㎡ 
H24：2.30 ㎡ 
H25：2.28 ㎡ 
H26：2.29 ㎡ 
H27：2.29 ㎡ 

H22：44.6% 
H23：46.2% 
H24：47.9% 
H25：49.2% 
H26：50.3% 
https:/… 

H21からH25
年の予算で
平均9.5億
円/年 

今後の40年間
で年平均39億
円 

○ ・・・ ○ ○ 

【公共施設】 
機能の複合化、民間サ-ビスの活用
等により、施設規模の適正化を段
階的に推進 
【インフラ】 
廃止や再編等を含めた効率的な施
設運営の実施 

○適宜、必要に応
じて見直しを行い
改訂。 

老朽化した
音楽ホール
と公民館の
複合化に伴
い、○○と
○○を除却。 

 ・・・                   

＜公表イメージ＞ 

公共施設等総合管理計画の比較可能な形での「見える化」 

 ○ 施設保有量や維持管理・修繕・更新等にかかる経費の必要見込額など、公共施設等総合管理計画の主たる項目の記載内容 
について、横比較できるよう全団体分を統合して、今年度より、総務省HPで公表する（2016年10月頃を目処に公表）。 

 ○ 集約化・複合化等の方針の有無についても、掲載して「見える化」する。 

※ 上記データは実際の地方公共団体のものではない 

※他の指標は、
リンク先の財政
状況資料集参照 
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資産老朽化比率 [65.0%]
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 ○ 各団体の老朽化対策の進捗状況の「見える化」については、固定資産台帳の整備（平成29年度決算までの整備を要請）に合わせて、

新たに、全体及び施設類型ごとの公共施設等の老朽化度合いを示す指標（「資産老朽化比率」）を、「財政状況資料集」において、 
経年比較や類似団体比較も含めて公表する。 

 ○ また、固定資産台帳の整備により把握可能となる、公共施設等の施設類型ごとの一人当たり面積等についても、「財政状況資料
集」において、経年比較や類似団体比較を含めて公表する。 

 ○ 「資産老朽化比率」については、既存の指標（例えば将来負担比率）と組み合わせて用いることにより、各団体の今後の財政上
の課題を多角的に把握することにも活用する。 

 

 

  

イメージ 

③ 「資産老朽化比率」の 
  既存の指標との組合せ 

② 施設類型ごとの一人当たり 
  面積等の追加 

※上記データは実際の地方公共団体のものではない。 

※「資産老朽化比率」に関する留意点や、指標には表れてこない各種の老朽化対策の取組の説明方法等について、「地方公会計の活用のあり方に関する研究会」において検討中。 

※「施設類型」は、道路・学校・公営住宅等を想定。 

① 「資産老朽化比率」の追加 （全体・施設類型ごと） 

類似団体内順位 ●／● 
  ○○県平均 ●●．● 

資産老朽化比率の分析欄 

公共施設等の老朽化対策の進捗状況の「見える化」 

将来負担比率が低下している一方、 「資産
老朽化比率」が上昇していることから、 
①必要な投資が行われず、老朽化対策が先

送りされている可能性、  あるいは 
②単純な施設更新を行うのではなく、既存施

設を活用して財政負担を抑えている可能性 
が考えられ、他のデータと合わせて老朽化対
策の進捗状況の分析を深めることができる。 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

     

 
 

 
 

 
 

＜全体＞ ＜施設類型ごと＞ 
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資産老朽化比率【××施設】
(%)
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44.0

40.0

38.0

36.0

34.0
32.0

H31H30H29H28H27

42.0

43.0
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○○県平均 ●●.● 
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240
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(㎡)
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（例） 

【考えられる分析】 
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（３）市町村財政比較分析表（普通会計決算）
　③　財政指標等組み合わせ分析表

将来負担比率及び資産老朽化比率の組み合わせによる分析
分析結果

(　参考　）
H23 H24 H25 H26 H27

将来負担比率及び実質公債費比率の組み合わせによる分析
分析結果

（　参考　）
H23 H24 H25 H26 H27

12.3 11.1

将来負担比率 53.5 48.2 34.2 30.3 28.9
類似団体

実質公債費比率 14.7 14.2 13.4

　当該団体では、実質公債費比率は低下傾向にある一方、将来負担比率は上昇傾向（類似団体は低下傾向）にある。将来負担比率の上昇要因
としては地方債現在高の増加等であり、今後は元利償還金の増加により実質公債費比率が上昇に転じる可能性もあるため、繰り上げ償還など
により公債費管理を適切に進める必要がある。

当該団体
実質公債費比率 12.3 11.1 10.5 10.0 9.9

将来負担比率 81.2 87.2 99.8 109.5 115.2

57.4 58.5

将来負担比率 53.5 48.2 34.2 30.3 28.9
類似団体

資産老朽化比率 55.4 55.9 56.6

　当該団体では、近年、公共施設等の除却や更新に積極的に取り組んでいるため、将来負担比率は上昇傾向であるが、資産老朽化比率は低下傾向に
ある。今後は、老朽化対策に引き続き取り組むとともに、将来負担比率の上昇をなるべく抑えるよう、両指標を意識しながら財政運営に努めることが必要
である。

当該団体
資産老朽化比率 61.2 59.8 58.4 57.6 56.4

将来負担比率 81.2 87.2 99.8 109.5 115.2

債務償還可能年数

債務償還可能年数 [19.7年]

0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

** .*
** .*** .*

** .*** .*

H31H30H29H28H27

19 .7

19 .5
21 .2

15 .8
13 .8

資産老朽化比率

資産老朽化比率 [56.4%]
(%)

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.00

** .*

* .**

** .*

** .*** .*** .*** .*

H31H30H29H28H27

58 .4

56 .4

57 .6

61 .2
59 .8

将来負担比率と資産老朽化比率の推移（H21～H25）当 該 団 体 値

類似団体内平均値

H23
H24

H25

H26
H27

H23
H24

H25
H26

H27

0

20

40

60

80

100

120

140

55 57 59 61 63 65

資産老朽化比率 (％)

(％)

将
来
負
担
比
率

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

将来負担比率と実質公債費比率の推移（H21～H25)

H23
H24

H25

H26

H27 

H23
H24

H25

H26H27

0

20

40

60

80

100

120

140

7 9 11 13 15 17 19

(％)

(％)実質公債費比率

将
来
負
担
比
率

***/***
全国平均

**.*
○○県平均

**.*
類似団体内順位

***/***
全国平均

**.*
○○県平均

**.*

債務償還可能年数の分析欄

当該団体では、老朽化対策等を推進しているこ
とにより、分子である将来負担額が増加している
が、事務事業の見直しも積極的に推進しており、
分母である業務支出の抑制を図っている。その
結果、債務償還可能年限は近年、横ばいで推移
している。

当該団体では、公共施設等の老朽化対策を政
策の柱の一つに位置づけており、除却や更新を
積極的に実施している。その結果、資産老朽化
比率は低下傾向にあり、類似団体と比較しても
低い状況である。

資産老朽化比率の分析欄

類似団体内順位

〇県〇〇市平成○年度

団体自らが 
コメントできる欄 

団体自らが 
コメントできる欄 

団体自らがコメントできる欄 

将来負担比率及び資産老朽化比率の組み合わせ分析欄 

将来負担比率及び実質公債費比率の組み合わせ分析欄 

団体自らがコメントできる欄 

財政状況資料集 

（イメージ） 

「資産老朽化比率」・・・公共施設等の老朽化の傾向を把握することができる指標。                 「債務償還可能年数」・・・実質債務が償還財源の何年分あるかを示す指標。 
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（３）市町村財政比較分析表（普通会計決算）
　③　施設情報分析表

○県○○市平成○年度

40.0

44.0

48.0

52.0

56.0

60.0

資産老朽化比率【○○施設】
(%)

44.0

50.0

44.0
46.0

48.0

50.0

52.0

H31H30H29H28H27

46.0

48.0

50.0
52.0

54.0

42.0

40.0

38.0

36.0

34.0

32.0

一人当たり面積【××施設】
(㎡)

39.1

34.5

36.7

38.4
38.8

37.6

40.2

H31H30H29H28H27

35.3

36.636.9
36.2

38.9

資産情報の分析欄

㈠類似団体内順

●/●
㈢○○県平均

●●.●
㈡全国平均
●●.●

320

340

360

380

400

420

一人当たり面積【○○施設】
(㎡)

340

370

340350

360

370

380

H31H30H29H28H27

350

360

370

380

390

㈠類似団体内順

●/●
㈢○○県平均

●●.●
㈡全国平均
●●.●

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

1,930,496

1,921,070

1,121.12

850,815,653

840,973,691

5,738,283

442,451,999

934,744,016

人(H28.1.1現在)

人(H28.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

6.7

78.0

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H23 政令市 H24 政令市 H25 政令市

H26 政令市 H27 政令市

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成28年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

42.0

40.0

38.0

36.0

34.0

32.0

資産老朽化比率【××施設】
(%)
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34.5

36.7

38.4
38.8
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㈠類似団体内順
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㈡全国平均
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㈠類似団体内順
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㈡全国平均

●●.●
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㈠類似団体内順
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㈡全国平均
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㈠類似団体内順
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㈡全国平均
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主な項目に団体自らがコメントできる欄 

④ 
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 ○ 今年度中にほぼ全ての団体で公共施設等総合管理計画の策定が完了し、今後は、各地方公共団体が個別施設計画を策定し、 

  具体的な施設の集約化・複合化等を実施する段階に移行する。 

 ○ 各府省庁は個別施設計画の策定・推進上の留意点や活用可能な支援策を通知し、地方公共団体等への支援に努めることと  
されており（H25.11.27関係省庁連絡会議申し合わせ）、個別施設の集約化・複合化等の取組が着実に実行されるためには、関係 
省庁が連携して支援を行っていくことが重要。 

 ○ 総務省としては、以下のとおり、公共施設最適化事業債や地域活性化事業債（転用事業）による支援を講じているところ。 

 ○ これらの地方債は、分野を限らず活用可能な措置としており、施設を所管する各省庁の支援とも連携して活用することが可能。 

集約化・複合化等の取組に対する支援策 

 
  

  

 

 

 

 

 

公共施設最適化事業債等の概要 

※ これらの措置は、各省庁から国庫補助を受けて実施する事業についても活用可能であり、国庫補助を充当した残りの部分が
起債の対象となる。 

 
【期間】 
  平成２７年度からの３年間 
 

 
【充当率等】 
  地方債充当率 ： ９０％ 
  交付税算入率 ： ５０％ 
 
 ※ 全体として施設の延床面積が減少する事業に限る 
 ※ 広域連携により事業を実施する場合も対象 

公共施設最適化事業債（集約化・複合化事業） 
 
【期間】 
  平成２７年度からの３年間 
 

 
【充当率等】 
  地方債充当率 ： ９０％ 
  交付税算入率 ： ３０％ 
  
  ※ 広域連携により事業を実施する場合も対象 

地域活性化事業債（転用事業） 
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